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午前９時56分開議 

○議長（堀田 英雄君）  

 おはようございます。ただいままでの出席議員は１８名で、定足数に達しておりますの

で、これより会議を開きます。 

 本日の議事日程はお手元に配付しておりますので、ご了承をお願いいたします。 

 なお、本日の議案等の朗読は省略したいと思いますので、ご了承をお願いいたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第１．第４０号議案

日程第２．第４１号議案

日程第３．第４２号議案

日程第４．第４３号議案

日程第５．第４４号議案

○議長（堀田 英雄君）  

 これより日程第１、第４０号議案から日程第５、第４４号議案までの平成２７年度各会

計補正予算５件を一括して議題とし、各常任委員長の報告を求めます。 

 まず、下川俊秀総合政策委員長。 

○総合政策委員長（下川 俊秀君）  

 ご指名によりまして、ただいま議題となっております第４０号議案のうち、総合政策委

員会に付託されました所管部分について審査を行いましたので、その概要と結果をご報告

申し上げます。 

 今回の補正予算は、地域住民生活等緊急支援のための交付金、いわゆる地方創生交付金

の追加交付申請が採択されたことに伴う歳入歳出予算の増額補正が主な内容となっており、

歳入歳出それぞれ３,５９０万円を追加し、予算の総額を歳入歳出それぞれ１７４億

６,２９０万円とするものであります。 

 まず、歳入において、地方創生交付金のうち、他の地方公共団体の参考となる先駆的事

業に対し国から交付される地方創生先行型の上乗せ交付分が２,０６０万円増額されてお

り、６月補正で承認しておりました４４０万円と合わせ２,５００万円の歳入予算額とな

っております。 

 その対象事業として、本市の観光事業の目玉である遠賀川水源地ポンプ室及びフットパ

スへの取り組みを、テレビ映像を通じてＰＲする世界遺産を活用した観光プロモーション

事業に１,５００万円が増額され、当初予算で承認しておりました１,０００万円と合わせ

２,５００万円の歳出予算額となっております。 

 その他の歳出の主なものとしては、総務費において、社会保障・税番号制度に対応する

ためのシステム改修の委託料として１,５９０万円が追加計上されております。 

 また、教育費において、就学困難と認められる児童の増加に伴い、就学援助費が
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１２０万円増額されております。 

 なお、６月補正で承認しておりました観光用鉄道車両設置調査・設計業務委託料

４４０万円は、事業の内容を再検討するため、今回減額補正されております。 

 以上が、当委員会に付託されました議案の概要であります。 

 最後に、採決いたしました結果、賛成多数で原案どおり可決すべきと決した次第であり

ます。 

 よろしくご審議のほどお願い申し上げまして、委員長の報告を終わります。 

○議長（堀田 英雄君）  

 次に、安田明美市民厚生委員長。 

○市民厚生委員長（安田 明美君）  

 ご指名によりまして、ただいま議題となっております第４０号議案のうち、市民厚生委

員会に付託されました所管部分及び第４１号議案、第４２号議案並びに第４４号議案につ

いて審査を行いましたので、その概要と結果をご報告申し上げます。 

 初めに、第４０号議案平成２７年度中間市一般会計補正予算（第３号）につきまして申

し上げます。 

 歳出の主なものは、債務負担行為による法人市民税課税システム賃借料として１,２８０万

円が計上されております。 

 総務費の総務管理費では、女性支援のためのがん検診推進事業費国庫補助金確定に伴う

返還金として４１０万円が計上されております。 

 次に、歳入の主なものは、補助事業名等の変更に伴い、民生費国庫補助金の認知症対策

総合支援事業補助金が６９０万円減額され、民生費県補助金の権利擁護人材育成事業費交

付金が同額増額されております。 

 次に、第４１号議案平成２７年度中間市特別会計国民健康保険事業補正予算（第２号）

につきまして申し上げます。 

 歳出の主なものといたしましては、保険給付費の増額に伴い、一般被保険者療養給付費

が１億１,３１０万円、一般被保険者高額療養費が５,２３０万円、前年度補助金額の確定

に伴い、償還金利子及び割引料が７,８４０万円追加され、また、支出額確定に伴い、老

人保健拠出金が３００万円、介護納付金が２,０１０万円減額されております。 

 次に、歳入の主なものといたしましては、国庫負担金４,６２０万円、国庫補助金

２,０８０万円、県補助金８５０万円、一般会計繰入金３５０万円、歳入欠陥補填収入

１億４,８７０万円が追加されております。 

 以上により、歳入歳出それぞれ２億２,７８７万円が追加され、予算の総額を歳入歳出

それぞれ８１億９,５０６万円とするものです。 

 次に、第４２号議案平成２７年度中間市住宅新築資金等特別会計補正予算（第２号）に

つきまして申し上げます。 
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 歳出では、未収債権の回収のための抵当権執行裁判費用として補償補填及び賠償金が

８０万円追加されております。 

 歳入では、平成２７年度住宅新築資金等償還推進助成事業費補助金の見込みが４,２２０万

円となったことから、県支出金を同額追加し、諸収入が４,１３０万円減額されておりま

す。 

 以上により、歳入歳出それぞれ８６万円が追加され、予算の総額を歳入歳出それぞれ

４億２,３９２万円とするものです。 

 次に、第４４号議案平成２７年度中間市介護保険事業特別会計補正予算（第２号）につ

きまして申し上げます。 

 歳出の主なものは、保険事業勘定では、人事異動に伴う人件費として６１０万円、介護

保険報酬の改定に伴うシステム改修費として３２０万円、過年度所得更正増加に伴い、介

護保険料還付金６０万円が追加されております。 

 また、介護サービス事業勘定の歳出として、人事異動に伴う人件費として１０万円、新

予防給付ケアプラン作成件数が当初の見込みより増加したことに伴う委託料２８０万円が

追加されております。 

 次に、歳入の主なものは、保険事業勘定では、歳出の増額に伴い、介護保険料７０万円、

国庫補助金１２０万円などが追加され、一般会計繰入金４４０万円が減額されております。 

 また、サービス事業勘定では、居宅支援サービス計画収入が３８０万円追加されており

ます。 

 以上により、保険事業勘定につきましては、歳入歳出それぞれ２２７万円、介護サービ

ス事業勘定につきましては、歳入歳出それぞれ３８７万円が追加され、予算の総額を

４８億３３０万円とするものです。 

 最後に、それぞれ採決いたしました結果、第４０号議案、第４１号議案、第４２号議案、

第４４号議案は、全て全員賛成で、原案どおり可決すべきであると決した次第であります。 

 よろしくご審議のほどお願い申し上げまして、委員長の報告を終わります。 

○議長（堀田 英雄君）  

 次に、佐々木晴一産業消防委員長。 

○産業消防委員長（佐々木晴一君）  

 ご指名によりまして、ただいま議題となっております第４０号議案のうち、産業消防委

員会に付託されました所管部分及び第４３号議案につきまして審査を行いましたので、そ

の概要と結果をご報告申し上げます。 

 初めに、第４０号議案平成２７年度中間市一般会計補正予算（第３号）につきまして申

し上げます。 

 まず、歳入におきましては、交通安全対策特別交付金を２００万円、農村整備総合事業

費補助金ほか１件を１９０万円、農林施設整備事業債として２６０万円増額するものとな
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っております。 

 歳出の主なものは、総務費におきまして、交通安全施設整備工事に２００万円増額され

ております。 

 農林水産業費では、農業振興費におきまして麦大豆種子更新助成金に７０万円、農地中

間管理事業経営転換協力金に３０万円、また、農地費におきまして農業土木に要する経費

として農道整備工事費に４００万円増額をするものとなっております。 

 次に、第４３号議案平成２７年度中間市公共下水道事業特別会計補正予算（第２号）に

ついて申し上げます。 

 まず、歳入におきましては、下水道受益者負担金の賦課対象面積が増加したことにより、

下水道受益者負担金を１,２４０万円増額し、これに伴い一般会計繰入金を９３０万円減

額するものでございます。 

 次に歳出でございますが、総務費におきまして下水道受益者負担金報奨金を３００万円

増額しております。これは下水道受益者負担金の一括納付件数が増加したことによるもの

でございます。 

 以上により、歳入歳出それぞれ３０３万円を増額補正し、予算の総額を歳入歳出それぞ

れ２３億４０６万円とするものでございます。 

 最後に、それぞれ採決いたしました結果、第４０号議案、第４３号議案ともに全員賛成

で原案どおり可決すべきと決した次第であります。 

 よろしくご審議のほどお願い申し上げまして、委員長の報告を終わります。 

○議長（堀田 英雄君）  

 これより質疑に入ります。ただいまの委員長の報告に対し、質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 質疑なしと認めます。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。青木孝子さん。 

○議員（６番 青木 孝子君）  

 第４０号議案平成２７年度中間市一般会計補正予算（第３号）について、日本共産党市

議団を代表いたしまして、反対討論をいたします。 

 今回の補正では、マイナンバー制度のシステム整備委託料として、１,５９３万円の予

算が追加計上されています。 

 マイナンバー制度は、通知カードの配達のおくれや誤配、あるいは記入ミス等が続出し、

それに加えて、制度が始まる前から詐欺等の事件が頻発し、マスコミでも騒がれています。 

 その上、これの実施に当たって、今まで公務員に課していた「守秘義務」についても解

除されることが明らかとなりました。 

 内閣官房が自治体向けに作成したマイナンバー制度の資料によりますと、「マイナン
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バー法に記載した個人情報の提供については、地方情報を含め、守秘義務が解除される」

あるいは「情報提供システムで提供の求めがあった場合には、マイナンバー情報を提供す

る義務がある」と説明しています。 

 官民併用の情報運用も、世界に類のない制度ですし、先行した諸外国では、情報漏れの

事件が多発し社会問題になっています。また、これらのことから制度の運用をやめたイギ

リスのような事例もあります。 

 また、この制度は、進める大企業や国・地方の行政サイドの業務の簡素化という点では

メリットがあっても、国民には情報漏えいの危険性と無駄な支出が伴うだけのデメリット

しかありません。 

 国に対して、これ以上の制度遂行を図ることなく中止することを求めるとともに、具体

的な制度推進のための補正予算案につきましては、反対といたします。 

○議長（堀田 英雄君）  

 ほかに討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 これにて討論を終結いたします。 

 これより第４０号議案から第４４号議案までの平成２７年度各会計補正予算５件を順次

採決いたします。 

 議題のうち、まず第４０号議案平成２７年度中間市一般会計補正予算（第３号）を起立

により採決いたします。 

 本案に対する委員長の報告は可決であります。本案は委員長の報告のとおり決すること

に賛成の諸君の起立を求めます。 

（起立） 

○議長（堀田 英雄君）  

 起立多数であります。よって、第４０号議案は委員長の報告のとおり可決することに決

しました。 

 次に、第４１号議案平成２７年度中間市特別会計国民健康保険事業補正予算（第２号）

を採決いたします。 

 本案に対する委員長の報告は可決であります。本案は委員長の報告のとおり決すること

にご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 ご異議なしと認めます。よって、第４１号議案は委員長の報告のとおり可決することに

決しました。 

 次に、第４２号議案平成２７年度中間市住宅新築資金等特別会計補正予算（第２号）を
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採決いたします。 

 本案に対する委員長の報告は可決であります。本案は委員長の報告のとおり決すること

にご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 ご異議なしと認めます。よって、第４２号議案は委員長の報告のとおり可決することに

決しました。 

 次に、第４３号議案平成２７年度中間市公共下水道事業特別会計補正予算（第２号）を

採決いたします。 

 本案に対する委員長の報告は可決であります。本案は委員長の報告のとおり決すること

にご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 ご異議なしと認めます。よって、第４３号議案は委員長の報告のとおり可決することに

決しました。 

 次に、第４４号議案平成２７年度中間市介護保険事業特別会計補正予算（第２号）を採

決いたします。 

 本案に対する委員長の報告は可決であります。本案は委員長の報告のとおり決すること

にご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 ご異議なしと認めます。よって、第４４号議案は委員長の報告のとおり可決することに

決しました。 

────────────・────・──────────── 

日程第６．第４５号議案

日程第７．第４６号議案

日程第８．第４７号議案

○議長（堀田 英雄君）  

 次に、日程第６、第４５号議案から日程第８、第４７号議案までの条例改正３件を一括

して議題とし、各常任委員長の報告を求めます。 

 まず、安田明美市民厚生委員長。 

○市民厚生委員長（安田 明美君）  

 ご指名によりまして、ただいま議題となっております第４５号議案及び第４６号議案に

ついて審査を行いましたので、その概要と結果をご報告申し上げます。 

 初めに、第４５号議案中間市市税条例等の一部を改正する条例につきまして申し上げま
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す。 

 今回の条例改正は、今年度税制改正において地方税法が改正されることに伴い、地方税

の猶予制度が見直され、かつ、本制度に地方公共団体の条例で定めることとされたこと、

また、納税通知等におけるいわゆるマイナンバーの取り扱いについて、国の見直しがなさ

れたことに伴うものでございます。 

 まず、猶予制度では、これまでの徴収業務に係る分割納付の規定や申請書の記載事項、

資産、収入等に関する提出資料、担保の徴収基準等を新たに定めるものです。 

 また、換価の猶予においては、従来の職権によるものに加え、納税者からの申請による

猶予制度を新たに設けるものです。 

 次に、マイナンバーの取り扱いの変更については、納付書または納入書に個人番号及び

法人番号を記載することとしていたところ、当分の間記載しない旨の通知が総務省からな

されたことから、これに対応するものです。 

 なお、施行日につきましては、猶予制度の部分が、平成２８年４月１日、マイナンバー

の取り扱いの変更の部分が、公布の日となっております。 

 次に、第４６号議案中間市国民健康保険税条例の一部を改正する条例につきまして申し

上げます。 

 今回の条例改正は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律が、平成２８年１月１日に施行されることに伴い、納税義務者からの減免申請に当

たって提出される申請書において、市税と同様に個人番号を記載することとするものでご

ざいます。 

 なお、施行日につきましては、平成２８年１月１日となっております。 

 討論において、委員から「今回の条例改正は、マイナンバー制度導入によるもので、今

年１０月から通知カード等が送られてきているが、その時点で色々なトラブルが起きてお

り、プライバシー侵害や成り済ましなどの被害が懸念されている。政府は今以上に対策を

練ると言っているが、１００％情報の漏えいを防ぐシステムの構築は非常に難しく、また、

マイナンバー制度は、国民一人一人の収入と財産の実態をつかんで、税や保険料の徴収強

化や社会保障の給付を抑制しようという狙いを持って導入されたことから反対する」との

意見がありました。 

 最後に、それぞれ採決いたしました結果、第４５号議案は全員賛成で、第４６号議案は

賛成多数で原案どおり可決すべきであると決した次第であります。 

 よろしくご審議のほどお願い申しまして、委員長の報告を終わります。 

○議長（堀田 英雄君）  

 次に、佐々木晴一産業消防委員長。 

○産業消防委員長（佐々木晴一君）  

 ご指名によりまして、ただいま議題となっております第４７号議案中間市下水道条例の
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一部を改正する条例について審査を行いましたので、その概要と結果をご報告申し上げま

す。 

 多発する浸水被害に対処するとともに下水道管理をより適切なものとするために「水防

法等の一部を改正する法律」の一部が、平成２７年７月１９日に施行されたことに伴い下

水道法の一部が改正されました。これによりまして本条例におきましても同令を引用して

いる部分を改正するものでございます。 

 改正の内容につきましては、下水道法施行令第１７条の３が第１７条の２に条項移動と

なったために、中間市下水道条例第２３条において、同令を指し示す部分を改正するもの

でございます。 

 また、条例における用字用語の見直しもあわせて行っております。 

 条例の施行日につきましては、公布の日からとなっております。 

 以上が、当委員会に付託されました議案の概要であります。 

 最後に、採決いたしました結果、全員賛成で原案どおり可決すべきと決した次第であり

ます。 

 よろしくご審議のほどお願い申し上げまして、委員長の報告を終わります。 

○議長（堀田 英雄君）  

 これより質疑に入ります。ただいまの委員長の報告に対し、質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 質疑なしと認めます。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。青木孝子さん。 

○議員（６番 青木 孝子君）  

 第４６号議案中間市国民健康保険税条例の一部を改正する条例につきまして、日本共産

党市議団を代表いたしまして、反対討論をいたします。 

 今年１０月から、住民票を持つ全ての人に１２桁の個人番号を知らせる「通知カード」

が送られてきています。 

 政府は、マイナンバー導入で各種行政手続等の手間が省けて便利になると言っておりま

す。しかし、番号が流出して悪用されれば、プライバシー侵害や成り済ましなどの被害が

起こりかねません。そのため、国民は、赤ちゃんから高齢者の番号まで、通知カードに記

載された番号を紛失したり盗まれたりすることがないよう保管することが必要になってま

いります。 

 日本年金機構やベネッセコーポレーションなど情報の流出事件が相次いでいます。政府

は対策をとっていると言っていますが、人がつくり、運用する以上１００％情報漏えいを

防ぐシステムの構築は不可能です。 

 また、マイナンバーで管理される個人情報は、現在、年金や雇用保険、介護保険、国保、
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健保、奨学金、各種福祉制度、公営住宅などの社会保障と税、災害の３分野の９８行政事

務にも及んでいます。 

 政府は、マイナンバー制度導入で、国民一人一人の収入と財産の実態をつかみ、税や保

険料の徴収を強化し、社会保障の給付を抑制しようとするものであります。 

 以上のことから反対といたします。 

○議長（堀田 英雄君）  

 ほかに討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 これにて討論を終結いたします。 

 これより第４５号議案から第４７号議案までの条例改正３件を順次採決いたします。 

 議題のうち、まず第４５号議案中間市市税条例等の一部を改正する条例を採決いたしま

す。 

 本案に対する委員長の報告は可決であります。本案は委員長の報告のとおり決すること

にご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 ご異議なしと認めます。よって、第４５号議案は委員長の報告のとおり可決することに

決しました。 

 次に、第４６号議案中間市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を起立により採決

いたします。 

 本案に対する委員長の報告は可決であります。本案は委員長の報告のとおり決すること

に賛成の諸君の起立を求めます。 

（起立） 

○議長（堀田 英雄君）  

 起立多数であります。よって、第４６号議案は委員長の報告のとおり可決することに決

しました。 

 次に、第４７号議案中間市下水道条例の一部を改正する条例を採決いたします。 

 本案に対する委員長の報告は可決であります。本案は委員長の報告のとおり決すること

にご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 ご異議なしと認めます。よって、第４７号議案は委員長の報告のとおり可決することに

決しました。 

────────────・────・──────────── 
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日程第９．第４８号議案

○議長（堀田 英雄君）  

 次に、日程第９、第４８号議案中間市行政手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例を

議題とし、総合政策委員長の報告を求めます。 

 下川俊秀総合政策委員長。 

○総合政策委員長（下川 俊秀君）  

 ご指名によりまして、ただいま議題となっております第４８号議案について審査を行い

ましたので、その概要と結果をご報告申し上げます。 

 この条例は、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律」に基づく個人番号の利用及び庁内部局間における特定個人情報の授受を行うに当たり、

必要な事項を定めるものであります。 

 条例の内容といたしまして、まず番号法別表第１に規定されている法定利用事務以外の、

本市独自の利用事務の範囲として、乳幼児・児童医療費の支給、重度障害者医療費の支給、

ひとり親家庭等医療費の支給及び療育手帳の交付に関するそれぞれの事務について、個人

番号を利用できることが定められております。 

 また、これらの独自利用事務や法定利用事務を処理するために必要な限度で、庁内で保

有する特定個人情報を、他の部署の事務処理において情報連携して利用できるよう、庁内

連携を行う事務及び特定個人情報の種類が定められております。 

 なお、条例の施行日については、平成２８年１月１日となっております。 

 討論において、委員から「マイナンバー制度は通知段階からさまざまな事件や問題が起

きており、将来に禍根を残す内容なので反対する」との意見がありました。 

 以上が、当委員会に付託されました議案の概要であります。 

 最後に、採決いたしました結果、賛成多数で原案どおり可決すべきと決した次第であり

ます。 

 よろしくご審議のほどお願い申し上げまして、委員長の報告を終わります。 

○議長（堀田 英雄君）  

 これより質疑に入ります。ただいまの委員長の報告に対し、質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 質疑なしと認めます。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。青木孝子さん。 

○議員（６番 青木 孝子君）  

 第４０号議案平成２７年度中間市一般会計補正予算、また、先ほど申し述べました第

４６号議案中間市国民健康保険税条例の一部を改正する条例で反対意見を申し上げました
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ように、この条例につきましてもマイナンバー制度導入に基づくものであり、反対といた

します。 

○議長（堀田 英雄君）  

 ほかに討論ありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 これにて討論を終結いたします。 

 これより第４８号議案中間市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例を起立によ

り採決いたします。 

 本案に対する委員長の報告は可決であります。本案は委員長の報告のとおり決すること

に賛成の諸君の起立を求めます。 

（起立） 

○議長（堀田 英雄君）  

 起立多数であります。よって、第４８号議案は委員長の報告のとおり可決することに決

しました。 

────────────・────・──────────── 

日程第１０．第４９号議案

○議長（堀田 英雄君）  

 次に、日程第１０、第４９号議案中間市道路線の変更についてを議題とし、産業消防委

員長の報告を求めます。 

 佐々木晴一産業消防委員長。 

○産業消防委員長（佐々木晴一君）  

 ご指名によりまして、ただいま議題となっております第４９号議案中間市道路線の変更

について審査を行いましたので、その概要と結果をご報告申し上げます。 

 今回、変更となる路線は、「本町４号線」の１路線になっております。 

 変更の理由としましては、本路線と県道水巻線の接道する終点付近の交差点におきまし

て、両路線の区域外の部分があり、県の用地となっておりました。この部分を市のほうで

管理し、周辺の交通安全の確保及び道路の維持管理のために、「本町４号線」の路線を延

長し、区域外であった部分を「本町４号線」とするものでございます。 

 変更の内容としましては、幅員４.１４メートルを４.３メートルへ、実延長２５８.５７メー

トルを３０２.５２メートルへ変更するものでございます。 

 以上が、当委員会に付託されました議案の概要であります。 

 最後に、採決いたしました結果、全員賛成で原案どおり可決すべきと決した次第であり

ます。 
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 よろしくご審議のほどお願い申し上げまして、委員長の報告を終わります。 

○議長（堀田 英雄君）  

 これより質疑に入ります。ただいまの委員長の報告に対し質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 質疑なしと認めます。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 討論なしと認めます。 

 これより第４９号議案中間市道路線の変更についてを採決いたします。 

 本案に対する委員長の報告は可決であります。本案は委員長の報告のとおり決すること

にご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 ご異議なしと認めます。よって、第４９号議案は委員長の報告のとおり可決することに

決しました。 

────────────・────・──────────── 

日程第１１．意見書案第１５号

日程第１２．意見書案第１６号

○議長（堀田 英雄君）  

 次に、日程第１１、意見書案第１５号及び日程第１２、意見書案第１６号の意見書案

２件を一括して議題とし、提案理由の説明を求めます。掛田るみ子さん。 

○議員（８番 掛田るみ子君）  

 公明党の掛田るみ子です。意見書案２件について、趣旨説明を行います。 

 初めに、複数税率による軽減税率の導入実現を求める意見書案について説明いたします。 

 食料品や生活に欠かせない品目の消費税率を標準の税率より低く抑える軽減税率につい

ては、「税率１０％時に導入する」との与党税制改正大綱のもと、現在議論が進められて

います。 

 軽減税率は、多くの先進国で付加価値税として導入されております。 

 例えば、標準税率２０％のイギリスでは、食料品への課税はなく、同じく２０％のフラ

ンスでも５.５％と低い税率に抑えられています。 

 増税の痛税感を和らげ、国民の理解を得るため、また、低所得者への逆進性の問題対応

としての軽減税率の導入は不可欠です。 

 そこで、政府に、１、軽減税率の導入を２０１７年４月の消費税引き上げ時と同時に行
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うこと。２、対象品目は食料品など幅広くすることを求めるものです。 

 続きまして、ブラッドパッチ療法の保険適用および脳脊髄液減少症の治療推進を求める

意見書案について説明いたします。 

 脳脊髄液減少症は、交通事故、スポーツ外傷等により、脳脊髄液が漏れ、頭痛、めまい、

吐き気、倦怠感等さまざまな症状が発症する病気です。しかし、見た目ではわからないた

め、医療現場や交通事故の保険関係者などの無理解に、患者及び家族は精神的にも苦痛を

味わってきました。 

 中間市議会でも、意見書を採択していただき、国も、平成１９年に研究班を立ち上げ、

２３年は一部診断基準が定められ、２４年には自分の血液で漏出部分をふさぐ「ブラッド

パッチ療法」が先進医療として承認、２６年にはブラッドパッチ療法の有効率が８２％と

報告され、さらなる診断基準の研究がなされているところです。 

 今回は、ブラッドパッチ療法の保険適用。１８歳未満の症例を研究事業に加えること。

早期発見・治療のため、医療関係者への情報提供を徹底すること。以上３項目を国に求め

るものです。 

 ご賛同のほどお願いいたしまして、意見書案の趣旨説明を終わります。 

○議長（堀田 英雄君）  

 これより質疑に入ります。質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 質疑なしと認めます。 

 お諮りいたします。ただいま議題となっております意見書案２件については、委員会の

付託を省略したいと思いますが、これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 ご異議なしと認め、委員会の付託を省略することに決しました。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。田口澄雄君。 

○議員（７番 田口 澄雄君）  

 意見書案第１５号複数税率による軽減税率導入実現を求める意見書案について、反対意

見を申し述べます。 

 政府が議論を進めている、軽減税率はまず、２０１７年４月からの消費税率８％から

１０％への税率引き上げを前提としているところにまず問題があります。 

 そして減税の対象も、８％を超えて１０％までのこの２％の幅での対象を限定した減税

です。今までの８％部分は減税の対象外です。丸々掛かります。 

 消費税の８％から１０％への２％の税率の引き上げは、１世帯当たりで年間５万円もの

負担増になります。それは総額で５兆６,０００億円の増税です。一方、政府で議論して
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いる軽減税率は、どうやら自民公明政権内で政治的決着をつけつつあるようですが、１兆

円程度でしかありません。その差４兆６,０００億円が増税となるわけです。しかも、専

門家の話では、今後も何を減税対象とするかで、業者を巻き込んでの争奪戦となり、結局

値上げの中に減税が埋没しかねないとも指摘をされています。事実、軽減税率を先に導入

したドイツでは減税品目の選定が政治家への働きの対象となり、減税を勝ち取った特定業

者の益税に消えたという実例があります。 

 また、意見書案では「引き上げ分による増収分は全てそれら社会保障に充てることが決

まっています」と書かれていますが、本当にそうでしょうか。先の消費税を引き上げた際

の法律では、増税分を大型公共事業や大企業減税などに回すということが、附則に書き込

まれています。 

 また、今まで徴収された消費税は、実際に社会保障に回されたのかということですが、

消費税の開始から１０年たった１９９８年時点での資料によりますと、徴収された国の消

費税は７１兆円ですが、社会保障に使われたのは１９兆円でしかありませんでした。５％

から８％への引き上げも、８兆円の増税に対して、社会保障として使われたのは５,０００億

円です。しかもこれにも裏があります。社会保障の「安定化」という文言がこの意見書案

にも出てきますが、お金に色はついていません。消費税を使った社会保障費は、その分従

来の一般財源からの社会保障費を削っているのが実態です。つまり「安定化」という意味

は、従来の社会保障の財源を消費税に置きかえたというのが正確なところです。 

 また、消費税の引き上げが、不況を深刻化させ、他の税収を落ち込ませて、さらなる消

費税の引き上げが必要となるのも、今までの実例が示しています。３％から５％への引き

上げの結果、法人税と所得税は、実施前と比べて２０兆円も減収となりました。また、

５％から８％への引き上げの結果、今までにない景気の後退が依然として続いています。 

 この間、高齢化社会に備えるとか、社会保障の充実のかけ声のもとに、消費税の導入、

引き上げとなされてきましたが、社会保障は引き上げ充実どころか、全ての分野で水準の

引き下げと負担増が続いています。また、自然増分まで３,９００億円も削り、介護・年

金・医療・保育・生活保護とあらゆる面で削減が強要されています。そのことは、日々の

生活を通じて多くの方が実感をされているのではないでしょうか。 

 それと、問題なのがこの間、国の税金の中で、何がふえ何が減ったのかという問題です。

財務省と総務省の公表データによりますと、１９８９年の消費税導入から２６年間、消費

税収入は総額で３０４兆円にもなりますが、法人３税の減税分は２６３兆円にもなります。

赤字である７割の中小企業は、もともと税負担ができませんので、この減税はほぼ大企業

向けです。 

 また、海外に輸出した商品には消費税がかかりませんので、輸出大企業は、その大企業

に納品した、下請け企業の納めた消費税が全て還付されています。ほとんどの大企業は、

下請け企業には消費税を値引きさせていますので、還付分は丸々益税となります。この額
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が、消費税収の１９.４％で、総額６０兆円にもなります。その結果、この２６年間の法

人税の減税と還付税の合計は、今までの全消費税収を２０兆円もオーバーしていることに

なります。 

 それに加えて、現政権は、法人税のさらなる減税を決めました。１９８２年に５２.９２％

であった法人税の実効税率は、来年度は２９.９７％まで引き下げるというものです。そ

のため、大企業は急激に内部留保を積み増し史上最高の記録を毎年更新しています。しか

も、大企業はいろんな補助金や減税の仕組みがありますので、資本金１０億円以上の大企

業の法人税率は、２０１３年で、実質１３.３％でしかありません。トヨタ自動車などは、

２００８年から５年間、国税の法人税はゼロ円です。今回の減税は、これをさらに引き下

げようというものです。 

 こうした中、今やるべきことは、低所得者に、負担感だけではなく、実際の負担が重い

消費税を増税することではなく、むしろ史上空前のぼろもうけを続ける大企業や高額所得

者に応分の負担をしてもらうことだと思います。 

 そのためにも、消費税８％から１０％への増税を前提にしたような、このような軽減税

率の導入は問題があると思います。我が党は、全食料品の軽減税率の導入には賛成ですが、

減税は全ての消費税賦課分を対象にすべきだと考えます。また、将来的には消費税そのも

のも応能負担原則、つまり累進課税の考え方のもとで負担能力に応じた税制の確立の中で

縮小、廃止していくべきだと考えます。以上により、この意見書案には反対をいたします。 

○議長（堀田 英雄君）  

 ほかに討論ありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 これにて討論を終結いたします。 

 これより意見書案２件を順次採決いたします。 

 議題のうち、まず意見書案第１５号複数税率による軽減税率の導入実現を求める意見書

を起立により採決いたします。 

 本意見書案については原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

（起立） 

○議長（堀田 英雄君）  

 起立多数であります。よって、意見書案第１５号は原案のとおり可決されました。 

 次に、意見書案第１６号ブラッドパッチ療法の保険適用及び脳脊髄液減少症の治療推進

を求める意見書を採決いたします。 

 本意見書案については原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  
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 ご異議なしと認めます。よって、意見書案第１６号は原案のとおり可決することに決し

ました。 

────────────・────・──────────── 

日程第１３．意見書案第１７号

○議長（堀田 英雄君）   

 次に、日程第１３、意見書案第１７号ＴＰＰ（環太平洋連携協定）からの撤退を求める

意見書を議題とし、提案理由の説明を求めます。田口澄雄君。 

○議員（７番 田口 澄雄君）   

 意見書案第１７号ＴＰＰ（環太平洋連携協定）からの撤退を求める意見書案について提

案理由を申し述べます。 

 ＴＰＰ（環太平洋連携協定）は、１０月５日に大筋合意をし、今後は各国が国内手続を

完了し、署名をし、その６０日後に発効ということになります。また、協定文書の作成、

調印、批准という段階を経ることとなります。 

 今回のこの交渉内容は、国民に明らかにしないままに大筋合意に至りました。野党は、

臨時国会を開いてその内容を公開し検討することを求めていますが、政府は首相の外交日

程を理由にこれに応じようとしません。このままでは、合意内容の全文を公表し、国民の

意見に耳を傾けるということではなく、政府の一存で全て進められることになります。ま

た、全文が公表されるのは来年２月以降になりそうです。 

 今回のこの大筋合意は、自民党の前回の総選挙での公約にも反し、また自民党も賛成し

た国会決議にも反するというまさに前代未聞の暴挙です。 

 ２０１３年３月の衆参両院の農林水産委員会では、「米・麦、牛肉、豚肉、乳製品、甘

味資源作物などの農林水産物の重要品目について、引き続き再生産可能となるよう、除外

または再協議の対象とすること。１０年を超える期間をかけた段階的な関税撤廃も含め認

めないこと」を決議しています。しかし、今回の大筋合意では、この決議を全く無視して

います。 

 また、２０１３年の自民党も賛成した国会決議では、交渉により収集した情報について

は国会に速やかに報告するとともに、国民への十分な情報提供を行い、幅広い国民的議論

を行うよう措置することとなっていますが、これもないがしろにされています。 

 自民党は、２０１２年の総選挙では「うそをつかない、ＴＰＰ断固反対、ぶれない自民

党」というポスターまで掲げていましたが、今回の事態は、恥ずかしげもなく、その公約

さえも簡単に破ってしまったことになります。この選挙で自民党は政権党に返り咲いたわ

けですが、公党としては当然国民に対する説明責任が求められるのではないでしょうか。 

 今回の合意を受けて、日本が取り扱う全品目の９,０１８品目のうち９５％、８,５７５品

目で最終的に関税が撤廃されますし、農林水産物の８１％は関税撤廃となります。また、

生鮮野菜は最長でも６年間で関税全廃です。食料品以外の項目でも、ＩＳＤＳ、投資家と
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国との間の紛争の解決の規定の導入により、アメリカ多国籍企業に都合の悪い日本の国民

保護の諸制度は片っ端からやり玉に上げられかねません。 

 そうした中でも、重要５品目の合意内容は今後の日本の食糧事情と国土の保全という点

で取り返しのつかない事態を招きます。世界でいまだに８億人もの人々が飢餓に苦しめら

れ、国連では食糧主権ということが全会一致で決議され、なるべく自国の食糧は自国で生

産することを義務づけています。ところが、このような中にあって、食糧主権の放棄であ

るＴＰＰの推進を国民の意向も無視して推し進めようとする今回の大筋合意は、世界全体

の動きにも逆行するものです。主要５品目以外でも果物や水産物の輸入、そして食の安全

の面でも、従来のあり方から大きく後退する事態を迎えています。 

 この大筋合意を受けて、ＪＡ全国農協中央会や全国漁業協同組合連合会は、非難ととも

に今後の食糧確保に対する危機感を表明をしています。ＴＰＰは条約であるため、来年の

通常国会で具体的な審議が行われることになります。時間は切迫をしていますが、まだあ

ります。国に向けて、この事態からの脱却とそのための再考を求める立場で、この意見書

案に議員の皆さんの賛同を求めて終わります。 

○議長（堀田 英雄君）  

 これより質疑に入ります。質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 質疑なしと認めます。 

 お諮りいたします。ただいま議題となっております意見書案第１７号については、委員

会の付託を省略したいと思いますが、これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 ご異議なしと認め、委員会の付託を省略することに決しました。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 討論なしと認めます。 

 これより意見書案第１７号ＴＰＰ（環太平洋連携協定）からの撤退を求める意見書を起

立により採決いたします。 

 本意見書案については原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

（起立） 

○議長（堀田 英雄君）  

 起立多数であります。よって、意見書案第１７号は原案のとおり可決されました。 

────────────・────・──────────── 



- 117 - 

日程第１４．意見書案第１８号

日程第１５．意見書案第１９号

○議長（堀田 英雄君）  

 次に、日程第１４、意見書案第１８号及び日程第１５号、意見書案第１９号の意見書案

２件を一括して議題とし、提案理由の説明を求めます。青木孝子さん。 

○議員（６番 青木 孝子君）  

 子ども・子育て支援新制度に対する意見書案と所得税法第５６条の廃止を求める意見書

案、２件につきまして提案説明をさせていただきます。 

 初めに、子ども・子育て支援新制度に対する意見書案の提案説明をいたします。 

 ２０１５年４月から子ども・子育て支援新制度が施行されました。国は、もともと新制

度の実施には１.１兆円の追加財源が必要としてきました。しかし、０.４兆円分の財源確

保しかできず、０.７兆円が消費税率を１０％に引き上げた増収分から充てられることに

なりました。その後、消費税率１０％引き上げの時期は１年半延期されたことになり、平

成２７年度の政府予算では５,１００億円が追加投入されることになりました。財源不足

は自治体の子ども・子育て支援事業計画等の円滑な実施に影響を及ぼしかねず、消費税引

き上げの時期いかんにかかわらず優先的な財源確保が必要です。 

 親の就労によって、土曜日や日祭日保育、また保育時間を短時間の８時間か標準時間の

１１時間と設定することになっていますが、このような保育を支えるには極めて不十分な

公定価格になっており、現場の負担が大きくなっています。 

 保育士不足も深刻な問題です。待機児童解消には保育所などの保育施設の新増設が必要

ですが、保育士確保は必須です。保育士が集まらない、仕事がきついのに給料が低く続か

ないなど、保育士確保を保障する雇用環境の抜本的拡充が急務となっています。また、賃

金水準と職員の配置基準の引き上げを行い、全ての保育士が有給休暇や研修などを安心し

て取得できるような保育士の処遇改善は喫緊の課題になっています。 

 また、保育料は国の基準をもとに自治体が決めますが、国の基準自体が高額なため、自

治体が負担して軽減を行ってきました。しかし、新制度導入を口実に値上げする動きもあ

ります。保護者負担の軽減には国の公費負担の増額が必要です。 

 以上のことから、政府に対し、新制度の実施主体である地方自治体が十分に役割を果た

し、全ての子ども・子育て家庭を対象に、幼児教育、保育、地域の子ども・子育て支援の

質・量の拡充を図るとする子ども・子育て支援法の趣旨を踏まえ、取り組みの一層の推進

が図られるよう、政府に対して以下のことを要望するものです。 

 一つ、子ども・子育て支援新制度の実施に当たっては、子どもの健やかな育ちを等しく

保障されるよう、必要財源を早急に確保し、関連予算を大幅に増額すること。 

 ２、保育施設の開所日数、開所時間に見合う単価設定など、実態を踏まえて公定価格を

改善すること。 
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 ３、保育の質を確保・向上させるために職員の処遇、配置基準を抜本的に改善すること。 

 ４、保育料など保護者負担を改善させることです。 

 以上、提案を終わります。 

 また、次に、所得税法第５６条の廃止を求める意見書案の提案説明をいたします。 

 所得税法第５６条の前身は、明治２０年に制定された所得税の第１条ただし書き「同居

の家族に居するものは全て戸主の所得に合算するものとす」にさかのぼります。戦後、日

本国憲法は、第２４条「家族における個人の尊厳と両性の本質的平等」によって家制度は

廃止されました。しかし、個人事業者には民主的家族制度が定着していないことなどを理

由に、配偶者や家族の働き分を経費と認めない所得税法第５６条が設けられました。 

 地域経済の担い手である中小業者の営業は、家族全体の労働によって支えられています。

しかし、日本の税制は、家族従業者の働き分を、所得税法第５６条「事業主の配偶者とそ

の親族が事業に従事したとき、対価の支払いは必要経費に算入しない」の規定によって、

必要経費として認めていません。配偶者や家族の働き分は事業主所得となり、配偶者

８６万円、配偶者以外の家族５０万円が控除されるだけで、最低賃金にも達していません。

家族従業員は、このわずかな控除を所得とせざるを得ず、社会的にも経済的にも自立が困

難な状況になっています。このため家業を手伝いたくても手伝えないことになり、後継者

不足の一因ともなっています。 

 青色申告をすれば給料を経費にできるという所得税法第５７条は、税務署長への届け出

と記帳義務などの条件つきであり、申告の仕方で納税者を差別してきました。しかし、昨

年、２０１４年１月からは、全ての中小業者に記帳が義務づけられており、正確な申告の

徹底が必要という格差を設けて差別的制約を強いる理由は既になくなっています。 

 国連の女性差別撤廃委員からも、「所得税法第５６条は女性に不利益を与えるのではな

いか」と異議が出されています。ドイツやフランス、アメリカなど世界の主要国では、自

家労賃は必要経費として認めています。近年、我が国でも見直しを求める機運が高まって

おり、全国の約４００自治体が家族の人権を認めない所得税法第５６条は廃止すべきと、

国に意見書を上げています。 

 政府に対し、所得税法第５６条を早急に廃止することを求めるものです。 

 以上、提案説明を終わります。皆様のご賛同、よろしくお願いいたします。 

○議長（堀田 英雄君）  

 これより質疑に入ります。質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 質疑なしと認めます。 

 お諮りいたします。ただいま議題となっております意見書案２件については委員会の付

託を省略したいと思いますが、これにご異議ありませんか。 
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（「異議なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 ご異議なしと認め、委員会の付託を省略することに決しました。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。中尾淳子さん。 

○議員（１０番 中尾 淳子君）   

 意見書案第１８号子ども・子育て支援新制度に対する意見書案について、反対討論を行

います。 

 ２０１５年４月より始まりましたこの新制度は、社会保障と税の一体改革における消費

税引き上げによる増税分のうち７,０００億円を財源として活用する社会全体の費用負担

により、幼児教育、保育、さらに地域の子育て支援の質・量両面にわたる充実を図る新し

い制度です。意見書案のように、予算を大幅に増額するとすれば、その消費税そのものに

反対している貴党として、その財源をどこから持ってくるのかということであります。 

 この制度は、国会で既に可決され、本年より始まっております。当然ながら予算も執行

されており、運用上、本市においても大きな影響となります。 

 以上の理由により、財源の裏づけのない本意見書案には反対といたします。 

○議長（堀田 英雄君）  

 ほかに討論はありませんか。草場満彦君。 

○議員（９番 草場 満彦君）   

意見書案第１９号に対して、反対討論をいたします。 

 所得税法第５６条の規定は、戦後の税制の見直しに当たって、税の個人単位が原則とな

る中において、個人事業者がこの個人単位原則を悪用し、恣意的にその所得を家族に分散

し、税負担を軽減することを防ぐためのいわば租税回避防止の観点から設けられたという

ふうに認識をしております。 

 他方、所得税法第５７条において、事業に専従する親族に対する報酬に限っては、要件

を満たした場合、必要経費への算入を認めているところであります。しかし、所得税法

５７条は、青色申告の場合は家族従業員への給与を必要経費に算入するための要件が厳し

く、事務的なコストがかかることや、また白色申告が事業専従者控除を受ける場合も青色

申告と同じ条件を満たすことが必要であることなど、課題もあります。 

 いずれにしても、戦後７０年を経過し、家族のあり方や女性の社会進出、ライフスタイ

ルの変化、男女共同参画などの観点などに鑑みれば、同規定の見直しを検討していく必要

性については否定するものではありません。ただ、所得税法第５６条の目的と第５７条と

の関係も踏まえ、慎重な検討が必要であり、直ちに所得税法５６条を廃止すべきとの考え

方にはにわかに賛成はできません。 

 よって、本意見書案には反対といたします。 

○議長（堀田 英雄君）  
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 他に討論はありませんか。田口澄雄君。 

○議員（７番 田口 澄雄君）  

 意見書案第１８号子ども・子育て支援新制度に対する意見書に賛成の立場から討論をい

たします。 

 この制度、ことしの４月から始まったわけですけども、もともと政府の制度設計の考え

方は、介護保険に見られますように個人責任、個人の施設との契約、そういったものが基

本的にあったわけですけども、そこは母親だとか保護者の運動の中で辛うじて残されてい

ます。 

 しかし、もう一つの小規模保育施設等の中身が非常に問題があります。例えば、保育士

がゼロでも保育ができるような施設だとか、ビルの４階、５階に保育所を開設して、そこ

でわずかな研修でも保育のできる子育て支援員制度を設けて保育をしたり、あるいは親が

育児休暇、これをとった場合には、３歳児以上の子どもは即退園させるだとか、そうした

いろんな意味での制約があります。そして、公定価格というもとに低い単価で措置がされ

るという、非常に園としても運営の難しい状況になっています。 

 そうした中で、やはり保育を国のちゃんとした制度として位置づけ、これを安定化させ

ていくということは、日本の将来にとっても非常に大きな問題だと思います。 

 財源問題がよく言われますけれども、こうした日本の未来にとって必要な保育という問

題を財源問題で議論するのは、一つは違うんじゃないかというふうにも思いますし、もう

一つ、違う面から見れば、例えば、似たような金額で、日本の米軍に対する支援がありま

す。これは、昨年１年間で７,２７８億円の思いやり予算を含めた支援がされています。

似たような国では、フィリピンが、これはアメリカがお金を出して基地を置かしていまし

たけど、ここは基地の撤去をフィリピンが決議して追い出してます。逆に、日本は

７,２７８億円なんていうとてつもない金額を出しながら、逆にアメリカに基地をお願い

しているようなそういうお金の使い方してるわけです。 

 こうしたお金を使うのであれば、逆に、こうした将来の日本の育成、日本にかかわって

くる子どもたちへの費用である保育に、消費税がどうのこうのではなくて、きちっとした

財源を確保した上で保障していくということが大事だというように思います。 

 そうした意味で、余りにも今の状況がひど過ぎますので、子ども・子育て支援制度に対

する支援を国がきちっととることを求めて、この意見書案に賛成をいたします。 

○議長（堀田 英雄君）  

 ほかにありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 これにて討論を終結いたします。 

 これより意見書案２件を順次採決いたします。 
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 議題のうち、まず意見書案第１８号子ども・子育て支援新制度に対する意見書を起立に

より採決いたします。 

 本意見書案については原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

（起立） 

○議長（堀田 英雄君）  

 起立多数であります。よって、意見書案第１８号は原案のとおり可決されました。 

 次に、意見書案第１９号所得税法第５６条の廃止を求める意見書を起立により採決いた

します。 

 本意見書案については原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

（起立） 

○議長（堀田 英雄君）  

 起立多数であります。よって、意見書案第１９号は原案のとおり可決されました。 

────────────・────・──────────── 

日程第１６．意見書案第２０号

○議長（堀田 英雄君）  

 次に、日程第１６、意見書案第２０号辺野古新基地建設における、国による行政不服審

査請求及び執行停止の撤回を求める意見書を議題とし、提案理由の説明を求めます。宮下

寛君。 

○議員（５番 宮下  寛君）  

 日本共産党の宮下寛であります。辺野古新基地建設における、国による行政不服審査請

求及び執行停止の撤回を求める意見書の趣旨説明を行います。 

 この件は、沖縄県の翁長知事による辺野古の米軍新基地建設に伴う沿岸部の埋め立て承

認を取り消したところから始まりました。政府は、１３日に取り消されたこの翁長知事の、

よって法的根拠が失われたわけですが、翌１４日には、防衛省の沖縄防衛局による、翁長

知事による取り消しの効力を停止するために、行政不服審査法に基づいて公有水面埋立法

を所管する国土交通省に審査請求及び執行停止を申請したところから始まりました。 

 これを受けた石井啓一国土交通相は、１０月２７日、行政不服審査法に基づいて、翁長

知事が行いました米軍新基地建設のための埋め立て取り消しの効力の停止を決定をしまし

た。 

 ところが、この行政不服審査法というのは、もともと行政機関から国民の権利・利益を

救済することを目的としたものであります。本来、民間人しか適用されていないものであ

ります。それを安倍内閣の一員である防衛省の指揮命令のもとで、埋め立て工事を進める

防衛局がみずからを一業者、私人としての立場をとり同法に基づく手続を行った。しかも、

その申し立てを、辺野古新基地建設を方針とする同じ安倍内閣の一員である国土交通相に

その審判を委ねるという、極めて恣意的、不当な措置と言わざるを得ません。 
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 このことにつきましては、行政法研究者有志、いわゆる９３名の大学教授が、北は北海

道から南は沖縄までの各全国に及ぶ研究者が、このことに強い憂慮を示しております。そ

れは、一般私人と同様の立場で審査請求人、進行停止申立人になり、他方では国土交通大

臣が審査庁として執行停止も行おうという、これは一方では国の機関である沖縄防衛局が

私人になりすまし、他方で同じ国の行政機関である国土交通大臣がこの私人としての沖縄

防衛局の審査請求を受け、恣意的執行停止採決を行う。 

 このことは、政府がとっている手法、国民の権利救済制度である行政不服審査制度を乱

用するものであって、実に不公正であり、法治国家にもとるものと言わざるを得ないとい

う異例の声明を出しているものであります。 

 そして、この中でさらに明らかになったのが、いわゆる国土交通省の一人二役の役割を

果たしているという点であります。国土交通省が県知事の処分を一時停止する緊急性があ

ると決定した理由を見ますと、普天間基地周辺の住民がさらされている生命、身体の危険

を避ける。二つ目には、米国との外交、防衛関係への悪影響を避ける。こういう名目であ

ります。 

 しかし、基地周辺住民の生命、身体を緊急に守るためなら、これまで４０年以上もこの

危険な状態を続けておきながら、今さら緊急に住民を守る必要があるという理屈は通らな

いということであります。いま一つは、埋め立ては外交上、防衛上必要だという理由で取

り消しの承認の処分を行っているわけですが、国交省には県知事に対して外交防衛上の事

柄を要求するそういう権限はないと。いわゆる国土交通省の担当事務から外れている、許

されないものだということも言えるわけです。まさに、この一人二役というのは破綻をし

ている。そういう点から、さきの行政法研究者が国にあるまじきことだということで強く

批判しているのも当然だと言えます。 

 こうした国の法治国家にあるまじき行為を行って、何が何でもこの辺野古基地建設を行

おうとする国の乱暴な、そしてそのことによる地方自治を踏みにじるこういう行為は、と

ても認められないものです。こういうことから、この意見書案、全国からこうした意見を

出していくということは非常に大事なことではないかというふうに思います。 

 どうぞ、議員諸君の賛同をお願いしまして、この趣旨説明を終わります。 

○議長（堀田 英雄君）  

 これより質疑に入ります。質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 質疑なしと認めます。 

 お諮りいたします。ただいま議題となっております意見書案第２０号については、委員

会の付託を省略したいと思いますが、これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 
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○議長（堀田 英雄君）  

 ご異議なしと認め、委員会の付託を省略することに決しました。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（堀田 英雄君）  

 討論なしと認めます。 

 これより意見書案第２０号辺野古新基地建設における、国による行政不服審査請求及び

執行停止の撤回を求める意見書を起立により採決いたします。 

 本意見書案については原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

（起立） 

○議長（堀田 英雄君）  

 起立多数であります。よって、意見書案第２０号は原案のとおり可決されました。 

────────────・────・──────────── 

日程第１７．会議録署名議員の指名

○議長（堀田 英雄君）  

 これより、日程第１７、会議録署名議員の指名を行います。 

 本日の会議録署名議員は、会議規則第８３条の規定により、議長において、植本種實君

及び井上太一君を指名いたします。 

────────────・────・──────────── 

○議長（堀田 英雄君）  

 以上をもちまして、今期定例会に付議された案件は全て議了いたしました。 

 よって、平成２７年第４回中間市議会定例会は、これにて閉会いたします。 

午前11時14分閉会 

────────────────────────────── 
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